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１．会議の位置づけ

　　
【目的】

　　松戸市総合計画「第３次実施計画」は、前期基本計画の最終計画として、前期基本計画に掲げた目標のうち達成可能なものとそうでないものを明確にし、後期基本計画の実施に向けて、「選択と集中」を明確にした戦略的な計画とすることを策定の基本としております。

このため、民間の経営分析手法であるＳＷＯＴ分析手法を行政用に修正して導入しており、分析にあたっての考え方や実施計画書への期待、策定作業全般に対する意見をいただくことを目的として、専門家５名で構成される「第３次実施計画策定有識者会議」を設置しました。
【性格】
　　　　有識者会議は、第３次実施計画策定会議の補助組織です。委員には、
その分野（立場）の専門的な見地からのそれぞれの助言を頂き、会議として一つの結論を出すものではありません。

　　

２．委員名簿　　　　

	役　　職
	氏　　名
	備　　考

	株式会社ちばぎん総合研究所
受託調査部長
	礒田　　好彦
	

	関東学院大学経済学部　
教授
	大住　莊四郎
	委員長

	株式会社　キカワ　
代表取締役
	木川　総一郎
	

	流通経済大学社会学部　
教授
	中村　美枝子
	

	株式会社　ｱﾘｴｰﾙ ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ　代表取締役
	矢代　　隆嗣
	


敬称略・五十音順
３．会議の経緯　
第１回会議　日時：平成１８年７月２４日（月）16：20～18：00
場所：議会棟３階　特別委員会室

　
１．委嘱状交付
２．委員・事務局紹介等
３．委員長選出　→　大住氏を委員長とする
４．会議公開等の可否　→　公開することで了承
　　

５．策定方針説明（事務局）

①基本的な考え方

・前期基本計画の最終の３ヶ年計画

・財源の裏づけのある計画

・「選択と集中」を明確とした戦略的な計画

・成長、改善分野だけでなく撤退、回避分野も明記

・毎年度、サマーレビューによる事業計画の見直しを実施

②策定のツール

・ＳＷＯＴ分析

　　　・行政評価システムによる事前評価

③作業の進め方
　　　第1段階・ＳＷＯＴ分析による戦略設定（包括・２３政策）
　　　　　　　　　　　ニーズ調査の実施及び反映

　　　　　　　　　　　市長公約の反映

　　　　　　　　　　　社会経済環境分析

　　　　　　　　　　　行政評価、等

　　　　　　　・財源推計（サマーレビュー）

　　　第2段階・戦略書シートの作成

　　　　　　　　　　　前期基本計画・政策目的体系とのリンク

　　　　　　　　　　　めざす成果、指標設定

　　　　　　　　　　　アクションプラン、事業費積算、等
　　　第3段階・実施計画書（素案）の作成

④資料説明

・前期基本計画の目標管理の進捗状況（22年度目標値設定）
　　　・２３政策とビジョン
　　　・政策目的体系

　　　・市民ニーズ調査（案）

　　　・社会経済環境分析

　　　・行政評価調書
　　　・市長公約

　　　・財源推計一覧（集中改革プランより）

第２回会議　日時：平成１８年１０月２０日（金）16：00～19：05

場所：議会棟３階　特別委員会室

１．第1回会議の主な意見と対応状況

　　①市民ニーズ調査の設問に「松戸に住む理由」を追加

　　②市民ニーズ調査の「今後のまちづくり」の設問で、実現可能性の低い

将来像を選択肢から削除

　　　③前期基本計画の指標設定については今後検討

　　　④ＳＷＯＴ分析作業において「作業要領」を作成し、考え方や留意点を示し、ヒアリングを実施
　

２．第3次実施計画策定の進捗状況

　ア．市民意向調査（単純集計）結果
　　　　回答数：１，３７４人、回答率：４５．８％（1,374人／3,000人）　

　　　　まちづくりの方向性　→　分散型まちづくりを希望

　　　　まちのイメージ　→　緑花清流と安全安心を志向

　　　　　サービスと負担　→　サービスは必要最小限、負担も軽減

　　　　　優先度の高い政策　→　防災、交通、健全財政、生活支援
　　　　　優先度の低い政策　→　歴史・文化、生涯学習・スポーツ

　　　　　大半が「住みやすい」と回答

　　　　　過半数が“定住”の意向あり、主な理由は交通利便性、緑の多さ

　　イ．ＳＷＯＴ分析（10／6現在）結果
　　　　別紙「素案Ｐ63」の“23の政策ごとのＳＷＯＴ分析”≪資料２≫参照

第３回会議　日時：平成１９年２月１３日（火）16：00～18：00

場所：新館５階　市民サロン

１．第３次実施計画策定の進捗状況
　　①作業状況

ア．当初はＨ１８年度内での素案策定を予定していたが、事業費のすり合わせ等に時間を要し、１９年６月頃となる

　　　イ．ＳＷＯＴ分析→戦略書シート→素案という流れの中で、現在は戦略書シートの取りまとめが終了した段階

　　　ウ．「一般財財源の超過の解消」と「事業内容のわかりやすさ」という２つの課題に取り組んでいる

　　②素案のイメージ（下記資料を提示）
　　　ア．素案の枠組み

　　　イ．取り組み課題の一覧

　　　ウ．包括戦略と各戦略の関連

　　　エ．前期基本計画の目標管理の進捗状況

２．松戸市総合計画第3次実施計画の成案化及び実施に向けての意見
　　Ｐ８「５．第３次実施計画策定有識者会議意見書」参照


４．主な意見と対応状況　（時系列に表示・第３回は意見書のものを除く）
	会議
	主な意見
	対応状況

	第

１

回
	市民ニーズ調査の質問項目に「松戸を選んだ理由」を加え、戦略立案に反映すべき

（木川委員）
	市民ニーズ調査の設問に「松戸に住む理由」を追加

	
	交付税等、歳入構造が変われば、自立するしかない。その際、企業があてにならないのであれば、良い市民に住んでもらい、住み続けてもらうことが大事　　（木川委員）
	後期基本計画策定にあたってのまちづくりの方向性等の検討課題

	
	外部環境と内部要因を松戸市という前提で整理しておかないと、戦略そのものが曖昧になり、どこの市でも同じようなものになってしまう　　（矢代委員）
	「作業要領」を作成し、考え方や留意点を明示

引き続き、後期基本計画策定の課題

	
	ＳＷＯＴを行う担当者が、何のために何に使うのかということを理解していないと、必要な情報や表現の設定ができなくなると危惧する　　（矢代委員）
	同上

	
	ニーズ調査の設問で、「まちづくりのあり方」や「ブランドイメージ」の中に、実現可能性の低い選択肢があるように見受けられる　　（大住委員長）
	市民ニーズ調査の「まちづくりのあり方」の設問で、実現可能性の低い選択肢を削除

	
	前期基本計画に設定した目標管理の進捗

状況で、中間値が目標を上回ったり、基点

を下回ったりしている状況があり、目標値

設定に無理がある場合や指標そのものが目的を的確に表していない可能性も考えられ、今回の進捗状況結果のレビューは重要である　　

（大住委員長）
	２２年度目標設定にあたり、指標が十分に目的を表していないものは追加指標を設定し、１９年度目標値設定が妥当でなかったものは考え方を修正し、設定

引き続き、後期基本計画策定の課題

	
	前期基本計画の指標に、行政サービスよりもそれ以外の外部環境に左右されるものがあり、このようなものまで目標設定する必要があるか疑問　　（木川委員）
	同上

	
	行政評価の情報から、目標に対する達成の度合いがわかり、内部要因である強みや弱みとして活用できる　　（矢代委員）
	事前評価の入力作業中

後期基本計画策定の課題

	第

２

回
	市民ニーズ調査、問５の分布図で、中心線は相対的な評価の中心であり、絶対的な評価も加味すべき　　（礒田委員）
	今回の作業においては、政策分野間の優先順位付けは行わない

	
	ＳＷＯＴ分析の外部環境と内部要因を整理する際に、外と内の境界をどこに置いているか確認したほうが良い

（大住委員長）
	後期基本計画策定の課題

	
	内部要因として「何々がある」という表現が多いが、「こういうことをする能力がある」と言わなければ“強み”とは言えない

（矢代委員）
	「作業要領」を作成し、考え方や留意点を明示

引き続き、後期基本計画策定の課題

	
	（政策4について）内部要因の弱みに「障害者雇用率が伸び悩んでいる」とあるが、障害者雇用率などは経営資源の弱みではなく、戦略を立てたときの目標となる。

（大住委員長）
	成案化までに内部要因を再考

	
	（政策9について）スポーツ、歴史、文化については、対市民を向いているのか、対市外民を向いているのかで政策の捉え方が違ってくる　　（大住委員長）
	後期基本計画策定の課題

	
	政策22,23は内部管理事務なので、この政策に市民価値の考え方は当てはまらない

（大住委員長）
	指摘内容に沿って対応

	
	都市整備の３つの政策で、事業機会の減少として「行政サービスは必要最低限を維持し、税等の市民負担はできるだけ増やさないことが求められている」とあるが、これは市政全般に対するニーズであって個別政策には使えない　　（大住委員長）
	指摘内容に沿って修正

	第

３

回
	ニーズ調査の設計の時点で、「分散型の都市構造」などのコンセプトをもう少し明確にすべきであった　　（大住委員長）
	後期基本計画策定の課題

	
	ＳＷＯＴ分析の３つの要素「外部」「内部」「戦略」は順番に考えるものではなく同時進行で考えるもの　　（大住委員長）
	後期基本計画策定の課題

	

	第

３

回
	ニーズがあるから事業機会が大であるという場合ばかりでなく、ニーズが減少しても行政の役割があるという戦略設定があってよいと思う（潜在的なニーズを捉える）　　

（木川委員）　　　
	後期基本計画策定の課題

	
	有効に活用されていない施設はニーズが無いということではなく、活用の仕方によっては新たな役割が生じるかもしれない

（大住委員長）　
	後期基本計画策定の課題

	
	右肩下がりの分野（中心市街地など）は素直に分析すれば撤退だが、行政としてどうするか、ＳＷＯＴでは扱えない要素もある　　（大住委員長）　　　
	後期基本計画策定の課題

	
	ニーズが減少している分野を成長させるには、これまでとは違う手段を講じなければならない（まず、これまでの失敗を認める）　　（大住委員長）　
	後期基本計画策定の課題

	
	ＳＷＯＴ分析結果を公開し、施設廃止などの戦略を市民に問題提起するかたちで、新たな活用につなげられたらよいのでは　　

（中村委員）
	後期基本計画策定の課題


　　　

５．第３次実施計画策定有識者会議意見書
はじめに
　松戸市総合計画は、平成10年4月に、基本構想・基本計画が策定され、松戸市経営の根幹を担ってきたところである。その間、平成15年度からの第2次実施計画においては、約230億円の一般財源不足の恐れが生じ、「松戸市行財政改革計画　短期的な改革」によって財源不足の解消を図り、危機を乗り切るような状況もあった。このようなことから、松戸市は、これまでの行政運営の手法では乗り越えられない壁を感じ取り、「松戸市行財政改革計画　中・長期的な改革アクションプラン」において、次期実施計画の策定には、SWOT分析など戦略計画手法を活用し、更には、経営そのものを戦略マネジメントへ転換することを宣言した。

　本会議の委員は、こうした背景において策定されることになった平成20年度から始まる総合計画第3次実施計画について、策定作業の各段階において、各分野の専門家である見地から、それぞれが助言を行うことを目的に松戸市長から委嘱されたものである。昨年7月24日以来、10月20日、2月13日と3回に渡り、会議の中で意見を述べてきた。

　本意見書は、これまで述べてきた意見の集大成として、平成19年度に、松戸市が行わなければならない第3次実施計画の成案化に向けて、また、成案化された実施計画に基づくマネジメントの実施に向けて、更には、次期基本計画の策定作業も平成20年度には予定されていることから、次の基本計画の策定作業も視野に入れて、各委員が、それぞれの見地から意見を述べるものである。

　昨年12月に、地方分権改革推進法が成立するなど、ますます地方自治体の役割強化に期待が集まるなか、いち早く、社会環境の変化を感じ取り、意欲的な挑戦に取り組んでいることを高く評価するものではあるが、計画を計画だけに終わらせることなく、毎年度のサマーレビューや予算編成過程など実際のマネジメントに活用できてこそ戦略マネジメントへの転換である。これからも、あくことなき改革に意欲的に取り組まれることを切望する。

　


大住委員長

1． 総論

第３次実施計画は、厳しい財政制約のもとで松戸市の最適な発展のため、市のビジョンや政策目標を明示しこれらを実現するという観点から戦略的計画として策定されている。策定アプローチやプロセスにおいて、まだまだ不十分な点はあるものの、先進的あるいは先駆的取組みや特長もみられる。

１－１．これまでの取組みの評価：SWOT分析の適用の視点

戦略的な計画策定プロセスでの新たな手法として、SWOT分析を活用した。SWOT分析自体は、外部環境・内部要因に関する情報を論理的に組み立てることを通じて合理的な戦略を導く手法である。SWOT分析を適用するにあたり、つぎのような点に留意が必要となる。
（1） 自治体版への修正

自治体は、市役所組織のマネジメントという側面にあわせて、都市・地域のマネジメントという側面もある。後者の視点では、参加・協働を前提とした意思決定プロセスがきわめて重要である。自治体版SWOTでは、外部環境により事業機会を認識しこれへの対処方針を内部要因から導くという意思決定フローの性格から、都市・地域を基礎にしたSWOT分析を行うほうが望ましい。今回は、内と外の境界を松戸市という行政区域に置き、参加・協働型都市・地域マネジメントを促す観点から、NPOなどのパートナーを明確に認識した「公共版SWOTフォーム」を活用した。
（2） SWOT分析のユニット

松戸市域と市役所（あるいはパートナー）の二つのマネジメントを想定すると、SWOT分析のユニットを決定する必要がある。これは、外部環境と内部要因のいずれを核にSWOT分析を進めるのかという点である。外部環境の認識は、自治体側からみると「ニーズ・役割」の増減にフォーカスした事業機会であり、政策軸に対応する。内部要因は活用しうる経営資源からみた強み・弱みにフォーカスした組織単位になる。SWOTを政策軸で行うのか、それとも事業本部等で進めるのかという実務上の重要な論点である。今回は、事業機会を重視した政策軸でSWOTを行った。このメリットは、ニーズ・役割の増減という顧客・ステイクホルダーの視点に立った政策形成を進めやすい点にあるが、反面組織間の連携がより重要になるなど実施面での困難さが課題となる。

（3） 戦略による事業の棚卸し

ビジョン・政策目標が設定できれば、これを実現するための戦略シナリオと戦略に基づく事業群の策定になる。行政組織のように事業の連続性が重要となる組織では、旧来型の事業の積み上げで作成した施策で棚卸しを行ってもアウトプット志向となりがちである。とりわけ、政策単位によるSWOTでは、そのメリットを活かすためにも戦略による既存事業の棚卸しを行うことが求められる。
（4） 市民価値の設定

戦略シナリオの具体化にあたり、行政側の方針や役割を提示するために、市民価値の設定を行う。とくに、自助・共助を中心とした参加・協働型都市・地域マネジメントの構築を目指すなら、行政のみならずパートナーといった公共サービスの担い手ごとに「市民価値」が設定される可能性がある。今回は、自治体への戦略マネジメントの適用プロセスそのもので「市民価値」の有用性を確認した。

松戸市の戦略マネジメントは、以上の４つの点を踏まえた公共版SWOT分析を活用した戦略策定プロセスを目ざしたものと言える。

戦略的なマネジメントを進めている国内の代表的な先進事例と比較すると、つぎのような特徴が指摘できる。
（1） 瀬戸市

瀬戸市は、第５次総合計画を戦略的計画とし、この策定作業をもとに行政経営の展開を試みた。瀬戸市の新総合計画は、SWOT分析を核とした戦略マネジメントプロセスを本格的に適用実施した国内では最初の事例と認識している。瀬戸市の場合、すべての戦略マネジメントプロセスを実践したが、つぎの二つの点で実践できなかった。第一はSWOT分析で「公共版SWOT分析フォーム」による実践ができなかったこと、第二は、「市民価値」による戦略の具体化まで踏み込めなかったことである。これらは、先行事例であったため、やむをえなかったことである。

松戸市の場合は、実施計画の策定作業であったこともあり、SWOT分析に基づく戦略マネジメントプロセス自体は、瀬戸市よりも忠実に適用できたと言える。
（2） 東海市

東海市のアプローチは、戦略マネジメントというよりも、「政策マーケティング」によるコミュニティ・ベンチマークづくりが核となっており、ベンチマークづくりのための市民参加・協働の取組が先進的である。しかしながら、東海市域のビジョンと市役所のマネジメントの連携が課題となっている。
（3） 三鷹市

三鷹市では、第３次三鷹市基本計画を「みたか市民プラン２１会議」を核とした白紙による市民参加で策定したとされる。この背景には、三鷹市の長きにわたるコミュニティ自治の伝統と「三鷹を考える論点データ集」などの基礎情報の提供などに象徴される緻密な参加のための「インフラ」整備がある。「三鷹を考える論点データ集」は、おおむね施策レベルでの政策形成を行うにあたっての基礎資料であり、他市との比較を含めて三鷹市の政策課題が浮き彫りになるような構成となっている。あわせて、三鷹市の都市・地域、行政経営の現況をわかりやすく市民に提示するために平成１４年より「三鷹市自治体経営白書」を公表している。

東海市、三鷹市との比較では、市民参加・協働によるビジョン・目標の設定と実現プロセスの確保という点が参考になる。これらは、後期基本計画づくりで、松戸市の「インフラ」に併せた実践方法を検討していくこととなる。

１－２．今回の実施計画策定プロセスの評価

今回は、実施計画の策定であるので、SWOT分析の適用と戦略シナリオの導出までおける到達度をみる。
（1） SWOT分析の習熟度

自治体版SWOT分析については、通常のSWOT分析だけではなく自治体ならではの留意点もあり、必ずしも容易ではないが、外部環境と内部要因の仕分けの基準、戦略のとらえ方などはおおむね理解されている。
（2） SWOT分析の活用度

自治体版SWOTフォームは、外部環境分析を通じた公共としての重点化、さらにパートナー分析を通じた行政の役割の純化、という二つの基準で行政としての重点化を図ることをそのねらいとしている。結果として、重点分野の選択、回避・撤退分野の認識ができているのか－という観点でのチェックが必要である。この点、回避・撤退戦略に該当する分野を十分認識できていないものも散見される。
（3） 市民価値の認識度

戦略シナリオのゴールをより明確化するために、行政側からの市民価値の提示を試みたが、必ずしも十分な理解を得られなかった。行政の役割をより純化するとともに協働型の意思決定を行ううえでもでも意義があるので、後期基本計画策定の際に、再検討する必要がある。
（4） 財源の裏付け

SWOT分析・市民価値の設定を通じて、厳しい財政状況の中で、必要な政策分野・戦略には財源の裏付けを確保することを意図したが、これは、今後の検討が待たれる。
（5） 市民への情報開示

今回、実施計画を戦略的計画としたことで、政策目標と戦略の実施状況についてチェックし、政策目標や戦略・事業の修正などに活かしていくことが期待される。そのためには、経営情報を市民へ開示することも不可欠で、例えば三鷹市役所が進めているような「自治体経営白書」をとりまとめ公表することも検討してはどうか。

１－３．次期基本計画策定に向けての課題

基本計画策定は、実施計画に比して、施策体系（あるいは戦略体系）自体を白紙とすることが前提となるので、戦略的な計画として策定するためには、実施計画策定時にみられた戦略策定プロセス自体の課題にあわせて、外部環境の認識、特に市民ニーズ・市の役割の測定や設定を中心としたSWOT分析の前提条件についての作業が必要となる。

具体的には、下記のとおりであろう。
（1） 市民への経営情報の開示・共有

市民参加・協働によるビジョンや政策目標の設定さらには実現を図るには、市の経営情報を市民視点で整理し開示・共有する工夫が不可欠である。他市の先進的事例としては、三鷹市の「論点データ集」や「自治体経営白書」がある。前者は意思決定プロセスで、後者は事後的なチェック機能としての意義をもつ。特に「論点データ集」による市の経営情報の共有がだいじである。
（2） 市民参加・協働に工夫

市民ニーズの把握にあたっては、東海市・三鷹市・瀬戸市の三つのパターンが想定される。東海市の「政策マーケティング」型、三鷹市の「参加主導」型、瀬戸市の「行政調整」型それぞれのメリットがある。財政的に厳しい松戸市としては、三鷹市で実行したような市民参加を尊重する「論点データ集」などを整備した上で「市民会議」を運営し、松戸の都市ビジョンと発展のシナリオを描きながら、瀬戸市で実施したような分野別の意思決定を、財政制約を前提にしながら進めていくことが有効と考える。
（3） 政策体系の整合性確保

基本計画と実施計画の政策体系からみた整合性は確保する必要があり、その基本的な考え方は事業を積み上げて施策を設定するのではなく、外部環境から政策領域・目標を定義し、事業機会を認識することにより戦略策定を行っていくことである。既存の事業群については戦略から棚卸しをする必要がある。

第３回会議（19.2.13）における補足説明
　

　今回の取り組みは、自治体版ＳＷＯＴ分析としてパートナーの視点を入れながら進め、ＳＷＯＴ分析そのものについては、かなり理解されているが、職員間のコンセンサス、情報共有という点で温度差があるのではないかと感じている。
　後期基本計画の策定に向けては、参加のプロセスという観点で“市民向けの情報収集”、“市民参加を促す情報”等、外からの目を入れていくという方法や、“組織を元気にしていく”、“活性化する”、“エンパワーメント”などのキーワードで語られている「学習する組織」という考え方があり、職員参加型の工夫をされたほうが良いのではないかと思う。

また、市民への情報開示という点では、三鷹市の「論点データ集」や「経営白書」などが参考となる。情報開示をしながら市民委員会などの場でこれらを活用し、市民の皆さんに考えてもらうことが必要であると考える。

礒田委員

少子・高齢化が進んでいく中でも、松戸市が、日本経済の中心地である首都圏の一角にあることによるアドバンテージ(優位性)を受けていられる期間は、今しばらくは続くものと考えられます。その一方で、今まではアドバンテージに隠れて見えてこなかった様々な問題が、今後、主として少子高齢化の進捗により表面化してくることは間違いありません。

そういう意味で、今回の実施計画は変化の変わり目にさしかかった松戸市の舵取りをしていく上でも、非常に重要な時期の計画と考えます。

今回の、計画策定に多少なりとも関わったものとして、いくつか提言させていただきます。

［これまでの取組みの評価］

今回、ＳＷＯＴ分析という行政としては新しい手法にチャレンジしたことは、この時期の計画策定としては、非常に有意義な取り組みであったと考えます。

私自身も、行政がＳＷＯＴ分析により、撤退戦略や回避戦略が打ち出せるものなのかと、その取り組みに注目していましたが、今回の案において、158戦略のうち撤退15戦略、回避32戦略を導き出せたことは、大きな成果だと考えます。

さらに、その作業過程において、各セクションが、同じ判断基準で評価を実施したということは、自分たちの行っている施策について、改めて見直す良い機会になったものと考えます。

今後も是非このような取り組みを続けていっていただければと考えます。

［これからの成案化に向けての課題］

◆長期的な財政見通しの策定と公表

今回、実施計画時期の３年間の財政見通しが提示されました。これは今後のサマーレビューに向けて、主として歳入の動きを見ながら修正されていくものと考えます。これは実施計画をつくっていく上で当然必要ですし重要なことです。しかし、実施計画づくりが主眼であるので３年間でいいということで区切るのではなく、もっと長期を見据えた財政見通しも明らかに(公表)していく必要があると考えます。できれば、10年とはいわず、20年、30年のものです。

今まで松戸市は、首都圏で働く世代が居住することにより、豊かな財源が確保されてきましたが、団塊世代が大量退職する2007年以降はこのような状況からはじめは緩やかに、しかし、いったんその局面に入ると間違いなく一度も留まることなく、加速度的に歳入悪化が進んでいくもの考えます。歳入がどのように変化するか、それが松戸市の財政にどのように直結してくるかということには、十分な注意を払っていく必要があると考えています。

夕張市の事例を待つまでもなく、今日、地方財政が、住民のありとあらゆるニーズに応えていくことは不可能であるということは、住民の共通認識となりつつあると考えます。しかし、こと自分に直接関わる問題が出てくると、財政削減という総論では賛成しておきながら、各論では反対となる例が多いのではないでしょうか。今回回避、撤退に入った戦略の中にもそのようなものがあるかもしれません。

それはやはり地方財政というものが、住民に対して十分に開示されていないからであると考えます。人口推計と同じで、いかに今、地方財政が危ない局面の入口にたっているのかを住民に示すことが必要です。3年間という短期であればどうにかなると思われるものでも、長期の見通しを示すことによりやむを得ないと考えるものもあるはずです。

今日の事業実施は明日の負担増です。人口のバランスが崩れ、世代間負担(親の世代の面倒を子ども世代がみる)の考えが通用しなくなった今日、少なくなっていく子ども達の世代に借金を残すのでなく、借金はできる限り早く返済し、貯蓄(基金)を積み上げていくべきとかねがね思っています。団塊世代が後期高齢者(75歳以上)に入る2022年までに、相当の貯蓄を積み上げておかないと間違いなく地方財政は破綻すると考えています。それは子どもたちではなく、今の世代が背負わなければ間に合いません。ぜひ、実施計画づくりとは別の観点かもしれませんが、このような取り組みも進めてください。

［計画の実施過程に向けての課題］

◆パートナーの育成と協働の推進

今回のＳＷＯＴ分析を進める中で、新しい公共空間であるパートナーの位置づけがはっきり見えてきました。しかし、その力はまだまだ十分とは言い切れません。今後の行財政運営を考えていくときにパートナーの強みを増し、そのパートナーと協働、あるいはパートナーに置き換えていくことは欠かすことができないものとなるでしょう。

全国の事例をみると、必要に迫られてという側面が強いと思われますが、協働を強力に進めている事例が数多くみられはじめています。成功事例をみると、ご近所の関係が強いところほどうまくいっているようにみられます。

このような枠組みをつくっていくことは、特に都会のように移住者が多く、コミュニティ意識が希薄な地域においては難しいものと考えます。元々コミュニティがほとんどないところに新たにコミュニティを構築していくのですから、大変な労力がかかるものと考えます。時間もかかるものと考えます。それだからこそ、余力がある今から、地道に、しかし強力に推進していく必要があるのではないでしょうか。

［次の基本計画策定に向けての課題］

◆長期的な視点に立った行政の取り組みの研究

地方分権については、枠組みがどんどん変わってきています。今日の常識が明日の常識でないかもしれません。三位一体の改革は一段落しましたが、再生法制改革や道州制導入に向けての動きもまだ、最終形が見えていません。

しかし、次期基本計画では、このような大きな枠組みの変更も踏まえた計画づくりが求められるのではないでしょうか。

たとえば道州制が導入されれば、基礎自治体の役割は大きく変わるし、その対応も相当負担になると考えます。その負担は十分準備をしていたところと間際になってあわてて取り組むところでは大きく変わってくるのではないでしょうか。松戸市におりてくる国や県の事業が何なのか、それに伴い人や事業費がどうなり財源はどうなるのか、いくつかの仮説を立てながら研究していく必要があります。

地方交付税などの枠組みも、今のままであれば、夕張市のようにハコモノ関係でよほど無駄なものを作らない限り、財政破綻はないと思いますが、もし、税源移譲と地方交付税の削減がさらに進むと、松戸市のように自主財源比率が高く、かつ今後高齢化が急速に進む自治体は、歳入が減少し歳出が増えることにより、相当厳しい局面にたたされることとなると思います。そういう点からも、長期的な視点も絶えず意識し、能動的に研究しておく必要があると考えます。


木川委員
Ⅰ　各論

市民環境本部

※窓口業務の回避戦略について

窓口業務については民間委託を前提とした検討なのかどうか、他のサービスの転換廃止の検討に対しては明確な方向性が乏しい様に感ずる。

※産業界とのパートナー戦略について

商業工業農業の活性化について、商工会議所等の経済団体とのパートナーシップの強化、活用によりパートナー戦略又は回避戦略となり得るのではないか。

生涯学習本部

※施設の統廃合について

文化施設、社会福祉施設、スポーツ施設などの廃止、統合、再編などの回避、改善戦略についてニーズのある、なし、により回避、改善又は成長としたそれぞれ部分につきニーズ判断に合理的な判断基準はあるのだろうか。これにより回避、改善の判断は異なる。各本部のニーズ判断についての基準は如何であろうか。

Ⅱ　総論に関して

　支出を削減し財政を健全化する上で、市民ニーズに沿った回避、成長、改善戦略を立てることはもちろんである。しかし、そこには松戸市のグランドデザインに基づく行政の意思がまずあるのではないか。行政サービスへのニーズがないということで回避戦略となっているものの中には、施設が老朽化等で不十分なためサービスを市民があきらめているもの、又そのサービスの内容を熟知していないため、ニーズとして捉えられないものもあろう。これらは潜在的なニーズとして本来成長戦略とすべきものであるかもしれない。

市民価値の向上が松戸市行政の目的の一つであるとするならば、そのための政策は（最終的には市長と議会の決定に委ねるところであるにしても）あえて特別重点政策と位置づけ行政の意思を明確にしてもよいのではないだろうか。また政策が実行された場合の市民の意識はどう変化するのであろうか。歳出の削減による数年の停滞は、その数年の影響にとどまらず、その数倍の年月、街のブランドイメージの低迷を招いている例もある。現在の経済情勢も似た様な例ではないか。歳出削減と市ブランドイメージ向上という難しい課題に直面しているといえる。

第３回会議（19.2.13）における補足説明

　施設の利用状況が低いからニーズが無いという判断をすると、本来はニーズがあるにも関わらず、老朽化やサービス提供方法に問題があるため市民があきらめてしまっているケースもあるのではないかと思う。

また、戦略を立てるにあたって、まちづくりの方向性を示すグランドデザインが無いのではないかと危惧する。松戸は２３の駅を中心に商業形成され、これらを拠点として市街地が形成されてきた。この前提と関わりなく、現状の利用率だけで施設を廃止するということになると、これまでのまちづくりとは大きな方向転換となる。
もともと「こういうふうにして行きたい」という根本的な考え方が先にあって、それに沿って個々のＳＷＯＴという形にしないと市民価値の創造につながらないと危惧する。


中村委員
１　SWOT分析にもとづく158戦略についての意見

戦略の概数の比率をみると、{成長・改善}：{回避・撤退}＝3：1になっています（表1参照）。この比率の大小について判断する材料を持ち合わせていませんが、目標に謳われている「撤退分野や回避分野の明記」の趣旨からすると、全体の4分の1が回避・撤退であることは、基本的に行政の場合、市民ニーズが拡大していく傾向にあることを考えると評価できる結果と考えます。

ただし、戦略を実行する際には、総論賛成・各論反対が顕在化するでしょう。市民に理解してもらうためには情報提供が欠かせません。この戦略手法は一般市民には馴染みが少ないと思われることから、市民へのアプローチに先駆け、組織内部への周知がさらに必要と考えます。

表1　４つの枠組に分類される戦略の個数およびそれらが全体に占める割合

	
	個数
	小計に対する割合
	数え直しの個数
	小計に対する割合

	成長戦略
	66
	38.6％
	68
	39.1％

	改善戦略
	58
	33.9％
	62
	35.6％

	回避戦略
	32
	18.7％
	30
	17.2％

	撤退戦略
	15
	8.8％
	14
	8.0％

	小計
	171
	100.0％
	174
	100.0％

	重複
	13
	
	
	

	総数
	171-13=158
	
	
	


２　市民ニーズを反映させた「選択と集中」についての意見

　「選択と集中」を実施するための判断の基準のひとつに市民ニーズがあると思われます。もちろん市民が気づいていない重要な項目も少なからずあるはずですから、市民ニーズがすべてではありません。しかし、ひとつの目安として市民ニーズは重要な役割を果たすと思いますので、ここでは市民ニーズ調査の結果をふまえて「選択と集中｣すなわち戦略の順位づけを検討することにします。

　市民ニーズ（平成18年10月発行の調査報告書p.65）によれば、現状評価が低く重要度が高い項目は4つあります。

(エ) 生活支援＜福祉＞･･･高齢者や障害を持つ人など生活支援が必要な市民が、地域の支え合いの中で自立した生活を送れるようになっている

(コ) 防災･･･市民一人ひとりが、災害発生時における自らの役割を自覚し、被害の軽減や復旧に向けての行動がとれるようになっている

(テ) 交通･･･公共交通機関と道路のバリアフリー化が進み、誰もが気軽に外出できる街並みが増えている

(ネ) 健全財政･･･中・長期的な展望に立った健全財政が維持されている

これら4項目は、優先順位を高くする必要があると考えられます。そこで、4項目に対応する政策Noと担当部署、6節30項の分類番号、目標管理の進捗状況を表2にまとめました。

表2　市民ニーズから上位に位置づけられる4項目と対応する政策等
	
	政策Noと担当部署
	6節30項の分類番号
	目標管理の進捗状況

	(エ) 生活支援

＜福祉＞
	4：健康福祉本部
	2-①
	生きがい感を持っている人の割合
	↑

	(コ) 防災
	10：総務企画本部
	4-④
	災害に対して自ら対策を講じている市民の割合
	↑

	(テ) 交通
	19：都市整備本部
	5-②
	主要施設の整備率
	―

	(ネ) 健全財政
	22：総務企画本部

23：財務本部
	6-②
	自主財源比率
	↓

	
	
	6-④
	全指標の達成率
	―


また、対応する政策Noごとの戦略の内訳を表3にまとめました。

表3　上位に位置づけられる4項目の戦略の内訳

	
	政策No.4
	政策No.10
	政策No.19
	政策No.22,23
	総計

	成長戦略
	1
	3
	2
	9
	15

	改善戦略
	4
	4
	3
	9
	20

	回避戦略
	2
	1
	0
	3
	6

	撤退戦略
	2
	1
	0
	3
	6

	計
	9
	9
	5
	24
	47


　

表3によると、政策No.4の成長戦略が目立って少ないことがわかります。政策No.4について、高齢者や障害者が自立した生活を送れるようにするための成長戦略を、積極的に打ち出すべきであると考えます。政策No.10と政策No.19については、成長戦略と改善戦略が中心になっており、集中的に展開する方針が見て取れます。政策No.22,23については、{成長・改善}：{回避・撤退}＝3：1となっていますので、成長戦略や改善戦略を重視しているとは言えませんが、これは「健全財政」ということの意味を考えれば理解できると思われます。

ここで、表2の目標管理の指標について補足しておきます。表2にあげたものは、「前期基本計画に設定した目標管理の進捗状況」と「戦略書シート」を参考にしています。戦略書シートには各種の指標と目標値が掲載されていますが、目指す成果を評価する重要な値となりますので、拡充を検討すべきではないでしょうか。全般的な拡充を提案したいところですが、時間的な制約もあると思われますので、重点的に精査するという方針で進めるのも一案だと思います。たとえば、表2に掲げた6節30項の分類に焦点を絞って、2-①、4-④、5-②、6-②④について、指標の見直しを行なうということです。例として2-①（生活支援＜福祉＞）について言えば、「障害者の就労率」という指標を追加することができるでしょうし、4-④（防災）について言えば、「体験型学習施設の利用率や利用者数の伸び率」、「新規流入者数や自主防災組織加入率」といった指標も追加できると思われます。

　このように、戦略書シートの内容について、ニーズ調査結果、前期基本計画に設定した目標管理の進捗状況と照らし合わせていくと、論理的な説明が不足している部分や、補足すべきデータが必要な部分が散見されます。松戸市が行っている事業がどのような条件のもとで実施されているのかということや、個々の分野における、さらに詳細な市民ニーズを把握している場合もあると思われますので、今後、市民に計画書を示す際に、背景や経過など周辺状況も併せて分かりやすく市民に伝える工夫をぜひ採り入れていただきたいと思います。
第３回会議（19.2.13）における補足説明

　たくさんのいろいろな観点から、要素が複雑化する中で、なるべくわかりやすい説明が大事になってくる。

　また、前期基本計画の進捗管理で設定されている指標の中に、施策展開の中身を表すには不十分と思われるものがあり、追加指標などの拡充策が必要と考える。
矢代委員
１．はじめに

各事業本部の企画管理室及び政策調整課の皆さん、現段階までの策定作業、お疲れ様です。私が委員として、選定された背景を前提に、この段階でご提案したいことは、まず、戦略書シートに皆さんの「考え」が盛り込まれた現段階で、今一度、その内容を点検することと、策定作業完了時に、今回の策定取組の評価を行うことをご提案します。前者の点検をする目的は、アクションプランを環境分析を前提にした戦略シナリオを受け、その目指す姿を実現するために効果的な内容に仕上げるためです。また、後者は取組を振り返ることから得られる教訓抽出を次回以降に反映させるためです。

２．提案内容

今回の策定作業は、内外の環境分析による客観的情報に基づいて意思決定された事業計画を明記するという目標実現のために、それに到る作業過程（プロセス）において、新たな方法（手順、手法、シート様式）を取り入れました。これは環境分析を前提にした戦略シナリオを受け、その目指す姿を実現するために必要不可欠で効果的な事業立案に向けて設計され、導入された手段が、目標実現にどれだけ効果的であったかの検討が必要です。

さて、新たな策定方法（手順、手法、シート様式）における現段階での成果物である戦略書シートの記載内容は、戦略シナリオありきでなく、環境分析により導かれたものであり、戦略シナリオを実施することで、目指す成果を実現することが読み手（住民）に伝わることが期待されます。戦略書シートの内容が「環境分析（A）」→「戦略シナリオ（B）」→「目指す成果（C）」という「Ａ→Ｂ→Cの関係」で読み手に理解されることです。今回の策定過程に導入した方法は、戦略書シートの内容（項目間）がこの関係で表現されることを意図したのですから、現段階で、この観点からの点検が必要です。作成者として、自信を持って説明できるためにも、かつ、有効なアクションプラン立案のためにも戦略書シートの記載項目間の関係を確認されることを提案します。この「関係成立」を確認された上で、目指す成果（C）を実現するためのアクションプラン（D）を立案することで、A→B→C→Dという関係の中で具体的手段としての事業の位置づけが明瞭になることが期待されます。

次に、今回の新たな策定方法による取組は、従来から行われてきた組織や評価の仕組み導入など経営改革の一環として重要な「位置づけ」であり、過去に導入した改革手段との組み合わせた結果として、経営改革成果度を検証することができる、また、すべき取組です。その検証方法として今回の策定結果の出来映えを評価し、そこから得られる課題を洗い出し、経営改革テーマとして取り組むことを提案します。その評価視点として策定作業の目標実現に、大きく影響を与える‘策定作業過程における「方法（手順、手法、シート様式）」’、‘策定作業に携わる「人材（意欲と能力）」’、‘策定に活用する「情報」’、そして‘策定作業の「環境（体制、時間など）」’のうち、方法、人材、活用情報の3点についての主な要点を述べます。

1） 方法面

今回の策定作業に導入した手順、手法、シート様式は、現状の松戸市が、第3次実施計画を策定するための手段として適切であったか。その準備・設計段階で、類似手法（民間・自治体）で活用した事例があれば、そこでの成果、課題を考慮し、今回の取組目的と手段としての工夫をしたかなどです。

2） 人材面

まず、各事業部門の担当者が今回の取組の主旨を前提に手順、手法、シート様式のそれぞれの意味を理解していたか。次にシートの各項目に期待された内容を書き上げるために、適切な情報を収集し、適切な整理、解釈を経て、適切に表現するスキルレベルはどうであったか。更に、今回の策定作業が従来と異なる方法である以上、策定作業の準備、実施段階で、上記2点にどのように対処すべきであったかなどです。

3） 情報面

　　策定過程において、策定に適切な情報を収集し、活用したかということです。しかし、まず、適切な情報とは何か。そして、それは存在するのか、しなければ、どのように収集するのかについて、検討したのかです。また、既に市として運用している情報収集の仕組み（2次から導入した具体的目標に対する評価の仕組み、事業評価の仕組み、アンケート調査など）は、うまく活用したのか。そこから必要な、適切な情報を得て活用できたのかなどです。

３．まとめ

　　上述の１）から３）は密接に連動し、どれが不十分でも、期待された事業計画の策定を難しくします。その中でも、特に中核となる２）は、新たな手順、手法を示されても、未経験の担当者にとっては期待とおりに仕上げることは至難と思われます。その意味で今回、政策調整課が行った事業部門へのサポート体制は評価されます。策定には個人ではなく、組織力が求められるからで、その底上げに貢献したと思われます。今後もこの組織力を上げるためにも、政策調整課のサポート機能と事業部門と政策調整課の連携は重要です。よって、今回の取組を通じて、事業部門からも、政策調整課に対して、良かった点、改良して欲しい点を伝えるべきです。

結びとして今回の取組自体を経営改革の一環として評価し、目指す松戸市実現のための、計画策定面について「松戸方式（方法、人材、情報収集・活用の仕組み、作業環境更）など」構築へ向けて課題と対策を洗い出し、次回に向けての活動をされることを薦めます。それは、既に導入している各種改革取組間の整合性を取りながら、改良していくことと、それに全職員を巻き込みながら推進することです。松戸市は、十分その段階に来ていると思います。そのためにも、今回の取組では、現段階の戦略シートの内容を今一度、当初の策定目標の観点から、点検からはじめることです。２つのご提案は、やり遂げたいことを出来るようにするために必要なプロセスと考えます。これは松戸市に必要な組織的課題解決能力の開発・強化のプロセスでもあります。
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